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オンラインゲーム大手のガンホー・オンライン・エンターテイメント（ＪＱ 3765）は、オンラインゲーム開発のアエリア（ＪＱ 3758）の
子会社であるアクワイアの株式取得を発表した。ガンホーはアクワイアの50.1％の株式をアエリアより譲り受ける。

アクワイアはＰＳ３などのパッケージソフト制作メーカー。ガンホーはアクワイアを買収することにより開発力の向上を図る。またアエリアは
アクワイアを売却することにより、オンラインゲーム事業に経営資源を集約させる。

無料無料無料無料レポートレポートレポートレポートのののの登録登録登録登録はこちらはこちらはこちらはこちら！！！！
http://esnet.sslserve.jp/es/mailmagazine/

10月19日
（水）

ファーストリテイリング（東１ 9983）は、同社の代表取締役である柳井正氏が、同社株式5.2％を、柳井氏が100％出資する資産管理会社に
譲渡したと発表した。

資産管理会社は、オランダ王国アムステルダム籍。オランダは法人税率が20～25％と低い。なお日本とオランダの間の配当に関する租税上の
措置などの詳細については、ジェトロのＨＰ参照http://www.jetro.go.jp/world/europe/nl/invest_04/

インターネット広告会社のアドウェイズ（東マ 2489）は、第三者割当による自己株式の処分を発表した。自己株式の処分先は総合商社の伊藤
忠商事。

今回の自己株式の処分により、アドウェイズは約６億円を調達。調達資金は主に海外事業における運転資金及び広告システムを支えるサーバー
などのシステムインフラへの設備投資に充当する。

本件により伊藤忠商事の持株比率は14.53％から20.4％に増加、アドウェイズは伊藤忠商事の持分法適用会社となる予定。

事業再生ＡＤＲ手続中のマンションデベロッパー、明豊エンタープライズ（ＪＱ 8927）は、第一回債権者会議（続会）の成立・同意につき発
表した。

債権者の承認のもと、今後金１億円を上限とするＤＩＰファイナンスを実行する。また、担保不動産について売却を進めていくとともに、売却
代金について担保権者に弁済を進めていくことにつき決定がなされた。

同社を支援するスポンサーについては選定中であり、今後選定次第発表されるとのこと。第二回債権者会議は2011年12月７日を予定。

10月21日
（金）

月額月額月額月額２２２２万円万円万円万円でででで経理経理経理経理・・・・経営企画経営企画経営企画経営企画・・・・財務研修財務研修財務研修財務研修がががが
受受受受けけけけ放題放題放題放題

http://www.esnet.co.jp/esr/

10月18日
（火）

携帯向け情報配信の日本エンタープライズ（東２ 4829）は、交通情報サービス（非上場）の株式の取得および子会社化について発表した。
既存株主から今後株式を買い付けることにより、現在の出資比率1.5％を50％超まで引き上げる。

交通情報サービスは世界で初めての高度交通情報を提供してきた企業であり、現在の筆頭株主は東京都（約20％）。
日本エンタープライズは着メロなどのエンタメ系コンテンツの配信がメインであるが、交通情報を提供する交通情報サービスを子会社化するこ

とにより、情報系コンテンツの充実を図る。


